
士幌町定住スタート応援補助金交付要綱 

令和５年３月７日 

訓令第７号 

（目的） 

第１条 この要綱は、住みよいまちづくりの一環として、町内の民間賃貸住宅に居住

する者に対して、家賃の一部を共通商品券で補助することにより町内への定住促進

及び地域経済の活性化を図ることを目的とする。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、士幌町補助金等交付規則（昭和53年規則第８号）

に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に定める用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１) 民間賃貸住宅 町内の公営住宅及び２親等以内の親族が所有する住宅以外の

町内にある一戸建て住宅又は共同住宅で、所有者との賃貸借契約により貸借人が

自己の居住の用に供する住宅をいう。 

(２) 家賃 民間賃貸住宅の賃貸借契約に定められた賃貸料の月額（管理費、共益費、

駐車場料金その他の居住以外の費用を除く。）をいう。 

（補助金の交付対象者） 

第３条 士幌町定住スタート応援補助金（以下「補助金」という。）の交付対象とな

る者（以下「交付対象者」という。）は、町内に居住し、かつ、住民基本台帳法（昭

和42年法律第81号）に規定する本町の住民基本台帳に記録されており、町内の民間

賃貸住宅に入居する者とし、次の各号のすべてに該当する者とする。 

(１) 18歳以上で自ら家賃を支払い居住している者で公務員ではないもの 

(２) 入居した世帯全員の前年所得の合計額が316万円以下又は給与収入の合計額が

450万円以下の者 

(３) 民間賃貸住宅に入居して２年以内の者 

(４) 当該民間賃貸住宅を自己の居住用以外の目的に使用若しくは転貸又は使用権

を譲渡していない者 

(５) 市町村税等を滞納していない者 

(６) 当該民間賃貸住宅の所有者が法人の場合にあっては、当該法人の役員又はその

２親等以内の親族以外の者 

(７) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）の構成員ではない者 

(８) 過去にこの補助金の交付を受けていない者 



（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、支払った月額家賃（滞納分は除く。）の２分の１とし、１年

目は月額上限２万円、２年目は月額上限１万円とする。ただし、補助金の額は1,000

円単位（1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）とし、全額を士幌

町商工会（以下「商工会」という。）が発行する共通商品券とする。なお、月の途

中で民間賃貸住宅に入居した場合又は賃貸借契約を解除した場合においては、当該

月は含めないものとする。 

（交付期間） 

第５条 補助金の交付期間は、民間賃貸住宅に入居した月から２年間とする。 

（補助金の交付申請及び決定） 

第６条 交付対象者は、補助金の交付を受けようとするときは、士幌町定住スタート

応援補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、町長に提出し

なければならない。 

(１) 当該民間賃貸住宅の賃貸借契約書の写し 

(２) 個人情報の調査及び確認の承諾書兼誓約書（様式第２号） 

(３) 家賃を支払ったことを証明する書類 

(４) 前年度の課税証明書の写し 

(５) その他町長が必要と認める書類 

２ 交付対象者は、前項の申請について当該年度内の次の期間内に申請しなければな

らない。 

(１) ４月分から９月分までの家賃に係る補助金 ９月１日から10月31日まで 

(２) 10月分から翌年３月分までの家賃に係る補助金 ３月１日から４月30日まで 

３ 町長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査の上、補助金の

交付の可否を決定し、交付対象者に対して士幌町定住スタート応援補助金交付決定

（却下）通知書（様式第３号）により通知する。また、町長は、当該通知を行った

際には商工会に報告する。 

４ 町長は、補助金の交付を決定するときは、申請者の居住の実態等について必要な

調査をすることができるものとする。 

（商品券の交付及び支払手続） 

第７条 交付対象者は、前条第３項の交付決定を受けた後、商工会で商品券の交付を

受けるものとする。 

２ 商工会は、交付対象者から申請があった際は、内容を確認し商品券を交付する。 

（補助金の請求） 

第８条 商工会は、前条で交付した商品券に相当する金額について士幌町定住スター



ト応援補助金共通商品券代金請求書（様式第４号）により町長に請求する。 

２ 町は、商工会からの請求に基づき前項の金額を支払う。 

（交付決定の取消し等） 

第９条 町長は、補助金の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当するときは、

補助金の交付の決定を取り消し、又は交付した補助金の全部若しくは一部の返還を

命ずることができる。ただし、町長がやむを得ない特別な事由があると認めるとき

は、返還の額の全部又は一部を免除することができる。 

(１) 不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(２) 第３条各号に定める要件に該当したとき。 

(３) その他町長が補助金の交付の決定を取り消すべき事由があると認めるとき。 

（委任） 

第10条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行し、令和５年１月１日以降に民間賃貸住宅

に入居した者については、令和５年４月分の家賃から適用する。 


